
１－１　教育・保育サービス環境の整備と充実

事業　 内容 指標　
H30年度
実績値

H30年度実績値の分析
（計画の進捗状況）

評価 R1年度目標値 方向性 担当課

通常保育の定員数 1,671人
中間見直し後の目標値について、3歳以
上児の定員数の拡充が難しい状況となっ
ている。

△
1,599人
⇒1,726人

（中間見直し）
拡充

3歳以上児の定員数 1,115人
中間見直し後の目標値について、3歳以
上児の定員数の拡充が難しい状況となっ
ている。

△
1,105人
⇒1,164人

（中間見直し）
―

3歳未満児の定員数 479人
中間見直し後の目標値について、3歳未
満児の定員数の拡充が難しい状況となっ
ている。

△
494人
⇒562人

（中間見直し）
―

延長保育の推進 利用者ニーズを把握しつつ、充実に努めます。
延長保育の実施園
数

17園 計画通り進行中。 ◎ 12園 継続 保育課

休日保育の充実
多様な保育ニーズに対応するため、休日保育（日曜・祝

日）の充実に努めます。
休日保育の実施園
数

1園 保育所てんとう虫で実施している。 ◎ １園 新規 保育課

サポート保育の推
進

保育ニーズの動向に応じて、サポート保育実施園の拡大
を検討します。
サポート保育の拡充にあたって必要となる加配保育士の

確保に努めます。

サポート保育の実
施園数

12園
待機児童対策を進める中で、サポート保
育枠の確保が難しい園が出ている。

△ 13園 拡充 保育課

育児休業からの円
滑な復帰支援の推
進

安心して育児休業を取得することができるように、予約
入園を引き続き行います。
育児休業明けの職場復帰がスムーズに行えるように、保

育の必要性の認定において、調整指数上の優先度を高めま
す。

4月1日現在の予約
入園受付者数

123人
育児休業からの復帰については、広く年
内復帰者も含めて受付・案内しており、
スムーズな職場復帰に貢献している。

◎ 70人 拡充 保育課

病児・病後児保育
の充実

・市民ニーズを把握しつつ、充実に努めます。
病児・病後児保育
の実施施設数

1施設 あらかわ医院に実施を委託している。 ◎ 1施設 拡充 保育課

保育士の資質・専
門性の向上

保育士等への研修や、保育内容等の自己評価、保育実践
に関する調査研究等を進め、保育の質の向上を図ります。

研修等への参加
延べ人数

900人
年度により参加人数の変動がある。引き
続き、研修等に参加できるよう努める。

△ 1,100人 拡充 保育課

保育料の軽減
国、県等の動向を注視しつつ、引き続き同時入所3人目

及び18歳から数えて3人目以降の3歳未満の児童について、
保育料の軽減を図ります。

保育料軽減の施策
数

1施策 計画通り進行中。 ◎ 1施策 継続 保育課

自己評価の実施園
数

15園 計画通り進行中。 ◎ 15園 継続

外壁・屋根・内装
等の比較的大規模
な改修等の件数
（H27～H31）

12件
平成30年度は西部保育園の内外装改修を
実施、前年度から1件増加した。

△ 15件 拡充

家庭的保育（保育
ママ）の推進

・家庭的な雰囲気の下で、少人数（５人以下）を対象にき
め細かな保育を行う家庭的保育（保育ママ）の推進を図り
ます。

家庭的保育事業
（保育ママ）の定
員数

0人

子ども・子育て支援新制度で新たに認可
に加えられた地域型保育事業では、事業
者が小規模保育事業を選択する傾向がで
ており、家庭的保育事業が市内に開設さ
れる見込みは少ない状況にある。

△ 5人 新規 保育課

尾張旭市子ども・子育て支援事業計画進捗状況調書（シート１）

通常保育の充実

保育所の受け入れ定員の拡大等により、待機児童の解消
をめざします。
0～2歳児の保育ニーズが増加しているため、3歳未満児

の受け入れ定員の拡大を検討します。

保育課

保育環境の改善・
充実

保育所において自己評価を実施します。また、第三者評
価制度の導入を検討します。
老朽化した保育所の改修等を計画的に実施します。

保育課

1



小規模保育の推進
比較的小規模（６～19人以下）で家庭的保育事業に近い

雰囲気の下、きめ細かな保育を行う小規模保育の推進を図
ります。

小規模保育事業の
定員数

77人 計画通り進行中。 ◎ 76人 新規 保育課

認可外保育施設の
支援

待機児童対策として、認可外保育施設への支援を引き続
き行います。

支援施設の利用者
数

12人
認可保育施設の定員増の影響から利用者
が減少しているものと考えられる。

△ 20人 継続 保育課

教育・保育の提供
体制の充実

幼稚園、保育所、認定こども園を通じた共通の施設型給
付を行うことにより、幼児期の学校教育・保育の充実を図
ります。

給付を受けている
施設数

4施設
目標値は達成しているが、全て市外の施
設であり、市内で施設型給付を受ける施
設はない。

◎ 2施設 新規 保育課

１－２　豊かな心・健やかな体を育む幼児教育の環境の充実

事業　 内容 指標　
H30年度
実績値

H30年度実績値の分析
（計画の進捗状況）

評価 R1年度目標値 方向性 担当課

子どもの個性に応
じた学習活動の支
援

特別な配慮を必要とする児童生徒の学校内の生活支援・
学習支援等や体験学習、調査活動等の補助をするため学校
生活指導補助員を派遣し、支援します。
支援を必要とする肢体不自由児が安心して学校生活を送

れるように、介助員を配置し支援します。

補助員等の配置人
数

25人

学校生活支援員・補助員の配置により特
別な配慮を必要とする児童生徒の学習活
動等の一助となった。
また、介助員の配置により肢体不自由児
が安心して学校生活を送ることができ
た。

◎ 19人 拡充 教育行政課

特別支援教育の充実
障がいのある児童生徒が、自分自身の能力を発揮し、将

来的に自立した生活を送ることができるよう、特別支援教
育の充実に努めます。

対象児童生徒がい
る学校への特別支
援学級設置割合

100%
障がいのある児童生徒が、個々の状況に
応じた教育が受けられるよう支援した。

◎ 100% 継続 教育行政課

学校教育における
ジェンダーの見直
し

不必要な男女の区別を行わないようにします。
男女混合名簿実施
校数

12校
学校教育において不必要な男女の区別を
行わないようにした。

◎ 12校 継続 教育行政課

学校評議員制度の
推進

学校の運営について、保護者や地域住民等から幅広く意
見を聞き、地域からの支援や協力を得て、より一層開かれ
た学校づくりを進めます。

1校あたりの平均会
議開催数

3回/年

各学校の校長が推薦する人物を学校評議
員として委嘱し、学校運営や教育活動へ
の助言、学校と家庭や地域社会との連携
のあり方への助言をもらう等、開かれた
学校づくりを促進した。

◎ 3回/年 継続 教育行政課

学校教育における
多様な活動の推進

小中学校12校においてそれぞれの教育理念や教育方針に
基づき、創意工夫を凝らして特色ある学校づくりに取り組
みます。

特色ある学校づく
り実施校数

12校
小中学校12校において創意工夫をした教
育活動が展開され、地域の特性を生かし
た特色のある学校づくりに取り組んだ。

◎ 12校 継続 教育行政課

子どものニーズに
応じた課外活動の
充実

学校体育や部活動において、地域の人材活用を推進し、
充実を図ります。

学校体育・部活動
の外部講師等を活
用している校数

12校

地域のかたを部活動指導員や部活動外部
講師として活用し、児童生徒がより部活
動に興味をもって取り組めるように部活
動の充実を図った。

◎ 12校 継続 教育行政課

幼稚園教育の充実
私立幼稚園に通う保護者に対し、授業料等の補助を行

い、保護者の経済的な負担を軽減します。
― ― ― ― ― ― 保育課
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１－３　次代の親の育成

事業　 内容 指標　
H30年度
実績値

H30年度実績値の分析
（計画の進捗状況）

評価 R1年度目標値 方向性 担当課

幼児とのふれあい
体験の充実

保育所等における中学生の体験学習や学校との交流活動
などにより、児童生徒が小さな子どもと接する機会をつく
ります。

幼児とのふれあい
体験実施校数

12校
体験学習や学校との交流活動などにより
児童生徒が小さな子どもと接する機会を
つくった。

◎ 12校 継続
教育行政課
保育課

職場体験などによ
る職業意識の醸成

子どもの頃から勤労について関心を持たせ、職場体験学
習などを充実させ、生徒の健全な職業意識の育成に努めま
す。

職場体験実施中学
校数

3校

キャリアスクールプロジェクトを通じて
総合的な学習の時間に地域と連携して職
場体験を行い、生徒のキャリア形成を
行った。

◎ 3校 継続 教育行政課

２－１　地域における子育て支援サービスの充実

事業　 内容 指標　
H30年度
実績値

H30年度実績値の分析
（計画の進捗状況）

評価 R1年度目標値 方向性 担当課

子育て広場開設か
所数

9か所
市内の全児童館にて広場を開設。
年齢区分等により４つの広場を開催して
いる。

◎ 9か所

子育てサロン開放
か所数

13か所 公立園、支援センター併設園で実施。 ◎ 13か所

子育てに関する相
談・指導体制の充
実

こども・子育て相談において、育児やしつけの相談・性
格上の相談・養育の相談・発達の相談・非行の相談等を実
施します。
気軽に相談できるように、子育て中の人が集まる児童館

等へ相談員が出向くなど、積極的にこども・子育て相談を
行います。

相談延べ件数 1,657件
通告件数の増加により、養護相談が増加
傾向。気軽に相談できるように、家庭訪
問や保育園での面談も実施した。

◎ 1,500件 継続 子育て支援室

子育て支援セン
ター事業の推進

子育てに関する情報の提供や、育児相談が気軽に受けら
れる体制づくり、子育て家庭のニーズに応じた講座の開催
などを通して、総合的な支援窓口としての機能の充実を図
るとともに、関係機関における連携強化に努めます。

利用延べ人数 30,555人
ニーズに応じた講座、サロン等の開催。
利用者に寄り添った相談や関係機関と連
携した支援に努めた。

◎ 18,960人 拡充 子育て支援室

保育コーディネー
ターの配置

保育を希望するかたの相談に応じて、適切な保育サービ
スの情報提供を行い、待機児童の解消をめざします。

コーディネーター
設置か所数

1か所
保育課内にコーディネーターを配置し、
保護者からの相談に対応している。

◎ 1か所 新規 保育課

一時保育の実施か
所数

5か所

公立は西山、あたご、茅ヶ池、はんのき
保育園の4園、私立はレイモンド庄中保
育園の1園で実施。
待機児童が生じている状況下で、実施園
拡充が困難になっている。

△ 7か所 拡充

一時保育の定員数 50人
各園定員10人で実施中。
待機児童が生じている状況下で、実施園
拡充が困難になっている。

△ 70人 拡充

幼稚園における一
時預かり事業の推
進

幼稚園が子ども・子育て支援新制度を活用して、主に在
園児を対象とした一時預かり（幼稚園型）を実施する場
合、新制度へ円滑に移行できるよう支援を行います。

― ― ― ― ― ― 保育課

子育て広場・子育
てサロンの充実

児童館・保育所それぞれに開設している子育て広場・子
育てサロンにおいて、子育て相談等の業務の充実を図りま
す。

継続
保育課
こども課

一時保育の充実

一時的に親が保育できなくなった未就園児を対象に、保
育所等で子どもを預かるサービスを行います。
保育ニーズに対応するため、サービス内容や実施場所の

増加について検討します。

保育課
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子育て支援短期利
用事業の充実

家庭での児童の養育が一時的に困難になった場合に、乳
児院または児童養護施設において、一時的に児童の養育を
行うことで、児童及びその家族の福祉向上を図ります。
必要とするかたに制度の周知を図るため、広報誌等でＰ

Ｒに努めます。

利用者数 0人/年
広報等で制度の周知を図り、必要な方に
対して案内した。

△ 2人/年 継続 子育て支援室

ファミリー・サ
ポート・センター
事業の推進

保護者が必要な時に子育てのサポートを受けられるよ
う、登録説明会を開催して援助会員の確保に努めるととも
に、制度のＰＲを行います。

利用延べ人数 1,504人

すくすく年間版、広報に登録説明会の案
内を掲載し、年6回登録説明会を開催。
新たに援助及び両方会員を8人確保。依
頼会員からの依頼に対し、適切なコー
ディネートに努め、100%対応。

△ 1,700人 拡充 子育て支援室

２－２　子育て支援のネットワークの充実

事業　 内容 指標　
H30年度
実績値

H30年度実績値の分析
（計画の進捗状況）

評価 R1年度目標値 方向性 担当課

子育て支援ネット
ワークの構築

子育て家庭に対するきめ細かな保育サービス、子育て支
援サービスの提供が効果的・効率的に行われるよう、主任
児童委員、保健師、保育士など子育てに関わる代表者によ
る、地域の子育て支援のネットワーク化を図ります。

― ― ― ― ― ― 子育て支援室

子育て支援ボラン
ティアの充実

子育て支援センターをはじめ、さまざまな場において、
子育て支援ボランティアの協力のもと、事業の充実を図り
ます。
広報誌等でのＰＲや、子育て支援講座受講者など、児童

福祉に熱意のある市民に呼び掛けるなどして、子育て支援
ボランティアの人材確保に努めます。

託児ボランティ
ア、子育て応援ボ
ランティアの会員
数

115人

広報掲載、大学との連携（金城、杉山、
愛知県大）、関係課へのポスター掲示に
より、新規に31名を確保。(託児新規登
録30人/計93人、応援新規登録1人/計22
人)

◎ 40人 新規 子育て支援室

子育て支援に関す
る情報提供の充実

情報紙の発行や、広報誌、子育て応援メール、ポス
ター、チラシ等により、子育て支援事業の情報提供を行い
ます。
インターネットで気軽に情報が入手できるよう、ホーム

ページの内容の充実と迅速な情報の更新に努めます。

子育て支援に関す
る情報紙、広報誌
への掲載回数

101回/年

年間版1回/年、カレンダー1回/月年、
メール4回/月、広報掲載40回/年、ポス
ター掲示、チラシ配布により、子育て支
援事業の情報を提供。

◎ 20回/年 拡充 子育て支援室

２－３　児童の健全育成

事業　 内容 指標　
H30年度
実績値

H30年度実績値の分析
（計画の進捗状況）

評価 R1年度目標値 方向性 担当課

児童クラブ・学童
クラブの定員数

970
三郷児童クラブでの小学校生活科室利
用、旭小学校区での学童クラブの新設に
より定員数を拡充した。

◎ 879人 拡充

児童クラブ・学童
クラブ数

16か所
児童クラブ9か所、学童クラブ7か所。
旭小学校区で学童クラブを新設した。

○ 17か所 拡充

時間延長実施児童
クラブ数

4クラブ
4クラブで時間延長を実施。
本地ヶ原、瑞鳳、渋川、三郷児童クラブ
にて実施。

◎ 4クラブ 新規

民間運営へ移行し
た児童クラブ数

3クラブ
現在３か所の児童クラブを民間にて運
営。

◎ 3クラブ 拡充

児童・学童クラブ
の充実

児童・学童クラブの受け入れ定員の拡大等により、待機
児童の解消をめざします。
民間学童クラブの運営支援を引き続き行います

こども課

児童クラブの時間
拡充・民間運営

民間学童クラブのない小学校区において、公立児童クラ
ブの利用時間を午後7時まで延長します。また、時間延長
とあわせて、民間運営を進めます。

こども課
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児童クラブのサ
ポート保育の推進

利用者ニーズの動向に応じて、サポート保育実施クラブ
の拡大を検討します。
サポート保育の拡充にあたって必要となる加配保育士の

確保に努めます。

サポート保育の実
施クラブ数

9クラブ

全児童クラブにおいて、サポート保育を
実施する体制を整備している。
（瑞鳳・渋川児童クラブはH30のサポー
ト保育利用希望者なし）

◎ 9クラブ 拡充 こども課

放課後子ども総合
プランの検討

すべての児童の安全・安心な居場所を確保するため、放
課後子ども総合プランにおける、放課後児童クラブと放課
後子ども教室の一体的実施又は連携方策等に関して調査、
研究します。

― ― ― ― ― ―

生涯学習課
教育行政課
こども未来課
こども課

利用延べ人数 120,996人

平成29年度の126,226人から5,230人の減
少。酷暑や少子化、遊びの多様化により
利用者は減少傾向にあり、魅力ある事業
を実施し、利用者の増加に努める。

△ 150,000人 継続

指定管理者運営児
童館数

3館
瑞鳳・渋川・三郷児童館の3館（瑞鳳・
渋川は指定管理も含む）を指定管理者が
運営。

◎ 3館 拡充

外壁・屋根・空
調・内装等の比較
的大規模な改修等
の件数（H27～
H31）

17件

H27:7件、H28：4件、H29：3件、H30：3
件の工事を実施。
今後も施設の老朽化対策と合わせ、優先
順位を決めて進めていく。

◎ 15件 拡充

ブックスタート

6か月児健康相談の受け付けで絵本をプレゼントし、
ブックスタートボランティアの協力を得ながら、ブックス
タートの実演を行います。
ブックスタートを受ける親子の割合が増えるよう、6か

月児健康相談の受診率を向上させるため、個人通知などで
周知を図ります。

6か月児健康相談を
受けた親子の割合

95.5%

事前に対象児の保護者に対し、個人通知
を送付した他、広報、ホームページ、
メール配信で６か月児健康相談の受診勧
奨を行った。
また、未受診者に対して個別に受診勧奨
を行ったが、受診者数が微減した。

○ 96% 継続 健康課

子どもの読書活動
の推進

子ども読書活動推進計画に基づき、家庭、地域及び学校
における子どもの読書活動を推進します。

読み聞かせの開催
回数

123回
図書館で開催する絵本・紙芝居の読み聞
かせ会は、ボランティアの協力を得て実
施しており、目標に達している。

◎ 120回 拡充 図書館

不登校・いじめ等
への対応

いじめ防止基本方針に基づき、学校、家庭、地域連携の
下、未然防止に努めていきます。
一人ひとりの児童生徒にとって心の居場所となるような

魅力ある学校づくりに努めます。

― ― ― ― ― ― 教育行政課

適応指導教室の充
実

不登校の児童生徒を対象に、集団生活への適応を促し、
学校への復帰及び社会的な立ち直りを支援します。
通室が困難な児童生徒に対しては、メンタルフレンドに

よる家庭訪問を実施します。

不登校児童生徒の
うち通室している
者の割合

10%
前年度と比較すると通室を希望する児童
生徒数に大きな変化はないが、不登校児
童生徒数が増加している。

△ 19% 継続 教育行政課

スクールカウンセ
リングの充実

各小中学校に配置されたスクールカウンセラー、相談員
によるカウンセリング活動の充実を図ります。

― ― ― ― ― ― 教育行政課

日常パトロールの
実施日数

287日
平日に加え、土曜日のパトロールで非行
防止の意識啓発活動をしており、概ね目
標を達成している。

○ 295日 継続

非行防止パトロー
ルの実施回数

22回
夏休み前、市民祭及び年末の非行防止パ
トロールの実施で目標を達成できた。

◎ 18回 継続

地域協力員の人数 397人
地域のかたの参加で、概ね目標を達成し
ている。

○ 400人 継続

児童館の充実

利用者ニーズの多様化に即した今後の児童館のあり方を
検討するとともに、施設環境の改善に努めます。
みらい子育てネットや地域のボランティア、大学、高校

等と連携し、児童館で行なうこどもまつりやもちつき会等
の児童館行事の充実を図ります。
児童館で発達支援の必要な子どもや保護者への支援を関

係機関と連携して充実に努めます。
指定管理者制度を活用し、市民サービスの向上に努めま

す。
児童館に関する情報が入手しやすいようホームページの

内容の充実や子育て応援メールの配信など迅速な情報の更
新に努めます。
老朽化した児童館の改修等を計画的に実施します。

こども課

青少年の健全育成
活動の推進

地域協力員や市民団体と連携し、非行防止のパトロール
や意識啓発活動を推進します。
青少年の有害環境対策を推進します。

市民活動課
少年センター

5



青少年悩みごと相談
悩みを抱える青少年やその家族、非行を心配する保護者

に対して、解決や立ち直りの助言や援助を行います。
相談延べ件数 328件

電話相談と市内を巡回して青少年に声か
けを行う街頭相談により、心配や悩みご
との相談に応じることで、目標を達成で
きた。

◎ 300件 継続
市民活動課
少年センター

子育て家庭に対す
る手当の支給

児童手当をはじめとする子育て家庭に対する手当を支給
し、子育て家庭を経済的に支援します。

子育て関連手当の
受給延べ人数

7,323人

児童手当6,723人、児童扶養手当488人、
遺児就学手当112人、合計7,3232人。
少子化の影響で受給者は減少傾向にある
が、今後も適切に支給する。

― ― 継続 こども課

２－４　家庭や地域の教育力の向上

事業　 内容 指標　
H30年度
実績値

H30年度実績値の分析
（計画の進捗状況）

評価 R1年度目標値 方向性 担当課

親子ふれあい教室
の延べ参加者数

202人
親子を対象に実施した「粘土玉を作ろ
う！」や「ものづくり現場見学」などの
新たな教室を開催し、好評だった。

△ 300人 継続

親子天体観測教室
の延べ参加者数

149人
天候に左右されるため、年間９回の予定
が２回の開催となったことにより、参加
者数が大幅に減少した。

○ 150人 継続

家庭教育の充実

家庭教育力の向上を図るため、小学校に家庭教育学級を
設置し、学級単位で講座、実習などを開催します。
家庭教育学級生に負担の少ない開催方法を検討するとと

もに、より充実した内容をめざします。

家庭教育学級生の
数

416人

共働き等で忙しく参加が難しい保護者も
多い中、各学校のPTA等の協力もあり、
多くの保護者に参加いただくことができ
ている。

◎ 300人 継続 生涯学習課

地域教育力の充実
「地域の教育力推進事業費補助金」の活用をPRし、学

校・家庭・地域の連携による子どものための体験活動や研
修事業等を支援します。

補助金を活用した
事業の件数

4件
PTAや市民活動支援センターの登録団体
等にも補助金活用をＰＲした。

△ 6件 新規 生涯学習課

子ども会連絡協議
会、校区・地域子
ども会数

22団体
子どもを取り巻く環境や親の働き方の変
化等から市子連から脱会する単位子ども
会が毎年出ており、減少傾向にある。

△ 31団体 継続

子ども会の会員数 726人

平成29年度の869人から143人減少してい
る。
上記と同様の理由から会員数も減少傾向
にある。

△ 1,100人 継続

ジュニアリーダー
ズクラブ活動の支
援

中学生・高校生のお兄さん、お姉さん達が子ども会の活
動が円滑に進むようにアドバイスやサポート等を行いま
す。

ジュニアリーダー
派遣回数

28回
支援対象である子ども会の団体数が減少
していることが、活動回数に影響してい
る。

△ 40回 継続 こども課

親子ふれあい事業
の充実

「親子ふれあい教室」「親子天体観測教室」等を実施
し、親と子が共に学び、親子のふれあいを深める体験活動
の場を提供します。

生涯学習課

子ども会活動の支
援

地域の子どもたちの自主性と社会性を高め、日常生活を
健全で豊かなものとするため、子ども会活動を支援しま
す。

こども課
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２－５　子どもを育てる意識の醸成

事業　 内容 指標　
H30年度
実績値

H30年度実績値の分析
（計画の進捗状況）

評価 R1年度目標値 方向性 担当課

パパママ教室の参
加割合

48.0%

年間12回（健康管理編６回、出産・育児
準備編６回）開催した。
就労中の妊婦が増えていることや、教室
参加希望者が減少している（産科でも同
様の状況）ことから、平日開催の健康管
理編の参加者数が伸び悩んでいる。

△ 70% 継続

すくすく子育て講
座の開催回数

28回
昨年度に引き続き、利用者ニーズに応じ
た講座を開催。

◎ 17回 拡充

父親の子育て参加
の推進

家庭における男女共同参画を推進するため、父親の育児
に関する学習機会の充実、意識啓発を図ります。
父子手帳の交付・活用により、子育てに関する父親への

情報提供と意識啓発を推進します。

父子手帳の交付率 100%
母子健康手帳交付時に同時交付し、活用
を促している。

◎ 100% 継続 健康課

３－１　児童虐待防止対策の充実

事業　 内容 指標　
H30年度
実績値

H30年度実績値の分析
（計画の進捗状況）

評価 R1年度目標値 方向性 担当課

児童虐待・ＤＶ相
談体制の充実

児童虐待事案やＤＶ相談に対し、適切な対応ができるよ
う、相談員の資質向上を図ります。
児童虐待防止に対する関心や理解が得られるよう、児童

虐待防止のシンボルであるオレンジリボンを活用した取り
組みを推進します。

児童虐待・DV相談
の相談員数

3人

・DV相談に適切な対応ができるよう、適
宜研修に参加した。
・11月の児童虐待防止推進月間に合わ
せ、ｵﾚﾝｼﾞﾘﾎﾞﾝを活用したｷｬﾝﾍﾟｰﾝ及び展
示品を作成。子育て世帯の保護者が参加
できるよう、子育て支援ﾌｫｰﾗﾑを開催し
た。

◎ 3人 継続 子育て支援室

児童虐待防止ネッ
トワーク連携の強
化

要保護児童の早期発見や対応、適切な継続支援に向けた
協議の場として、尾張旭市要保護児童対策地域連携会議を
運営し、関係機関で情報を共有するとともに、連携して必
要な支援を行います。

ネットワーク会議
の開催回数（代表
者会議、実務者会
議）

13回/年

下記の連携会議を運営し、関係機関で情
報共有及び連携を図り、必要な支援を実
施。
実務者会議：年12回
代表者会議：年1回
個別ケース検討会議：4回

◎ 13回/年 継続 子育て支援室

訪問実施率 100% 全世帯（618件）への訪問を実施した。 ◎ 100% 継続

面会達成率 100% 全世帯（618件）への訪問を実施した。 ◎ 90% 継続

親の育児責任の醸
成

パパママ教室や乳幼児期子育て支援講座などの機会を通
じて、親になるための心構えや悩みの解消などに努めま
す。

健康課
子育て支援室

すくすく赤ちゃん
訪問の実施

子育て情報の提供や養育環境の把握を行うため、生後４
か月までの赤ちゃんがいる家庭を全戸訪問するとともに、
支援が必要な家庭に対しては、養育支援訪問などの検討を
進めます。

子育て支援室
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養育支援訪問事業
食事、生活環境等について不適切な養育状態にあるな

ど、虐待の恐れやそのリスクを抱える家庭に対し、養育支
援訪問を行います。

養育支援訪問者数

【健康課】
1人

【子育て支援室】

1人

【健康課】
ハイリスクの妊産婦・出産後の母子の健
康管理や育児等で専門的支援が必要と思
われる方を対象に利用を検討した。
支援を利用したケースは、医療的ケアは
必要ないが、授乳支援を中心に専門的な
指導が必要な親子１組に対し、計７日間
の支援を実施した。
【子育て支援室】
養育環境が不適切な家庭に対して、送迎
支援、清掃支援等の養育支援を実施し
た。

◎ 10人 新規
健康課

子育て支援室

ＣＡＰプログラム
の普及

子どもが自らの権利について学び、生きる力を引き出す
ＣＡＰプログラムを普及します。
より一層のプログラム普及に向け、実施校の拡大に努め

ます。

CAPプログラム研修
の実施校数

9校
市内9校の小学校で実施。受講者総数
1000名。アンケート結果も良好。

◎ 9校 拡充 子育て支援室

３－２　障がいのある子ども・発達が気になる子どもの発達と成長の支援

事業　 内容 指標　
H30年度
実績値

H30年度実績値の分析
（計画の進捗状況）

評価 R1年度目標値 方向性 担当課

ピンポンパン教室
の充実

発達に心配のある就学前児童とその保護者を対象に、遊
びや集団での活動を通じて発達の支援を行います。
児童の状況に配慮し、母子分離（単独通園）の実施、保

育所との交流など教室の内容充実に努めます。

ピンポンパン教室
の定員数

30人
計画通り進行中。引き続き、支援を実施
している。

◎ 30人 継続
こどもの発達セ

ンター

障がい者医療費等
の助成

１～３級のいずれかの身体障害者手帳を所持するかたや
知能指数が50以下に該当する知的障がいのあるかた、自閉
症症候群と診断されたかたなどに、医療保険適用分の自己
負担額を助成します。

障がい者医療費の
受給者数

700人
制度終了による経過措置も満了した。
受給者数は、昨年より▲336人
助成額も対前年比▲20.4％

― ― 継続 保険医療課

障がい児の福祉
サービスの充実

障がい児及びその家族が地域で安心して生活できるよ
う、障害児通所等の福祉サービスを継続して実施します。

障害児通所サービ
ス等の利用者数

182人

関係機関の連携強化により、保護者に対
し、療育に必要と思われる支援について
の情報提供が行えている。学校やこども
の発達センターからつながるケースが増
えている。

◎ 80人 拡充 福祉課

障がい福祉計画の
推進

「尾張旭市障がい者計画・障がい福祉計画」について、
３か年を計画期間とする「障がい者計画・障がい福祉計
画」を、定められた計画期間に応じて策定します。
今後の国の動向を注視し、計画的なサービス提供が行え

るよう、計画を推進します。

計画の策定数 1計画
尾張旭市第5期障がい者計画・第5期障が
い福祉計画・第1期障がい児福祉計画
（平成30年度～令和2年度）を推進中

◎ 1計画 継続 福祉課

発達が気になる子
どもへの支援

発達が気になる子どもとその保護者に対し、こどもの発
達センターを中核機関として、保健・福祉・教育の各部署
が連携し、子どもの成長に合わせ、一貫した支援をめざし
ます。

― ― ― ― ― ―
こどもの発達セ

ンター

３－３　ひとり親など困難を抱える子どもと家庭の自立支援

事業　 内容 指標　
H30年度
実績値

H30年度実績値の分析
（計画の進捗状況）

評価 R1年度目標値 方向性 担当課

ひとり親家庭の相
談・指導体制の充
実

ひとり親家庭の増加及び経済状況を鑑み、母子・父子自
立支援員による相談を継続して実施します。

母子・父子自立支
援員による相談日
数

4日/週
母子・父子自立支援員1人を配置し、ひ
とり親家庭の相談を適切に行った。

◎ 4日/週 継続 こども課
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ひとり親家庭等の
日常生活の支援

ひとり親家庭等日常生活支援事業を実施します。
登録支援員を拡大し、支援体制の充実に努めます。

ひとり親家庭等日
常生活支援事業へ
の登録支援員数

3人
ひとり親家庭1件に対し、支援員と調整
を図りながら、日常生活の支援を行っ
た。

◎ 3人 継続 こども課

母子・父子家庭の
就労自立支援

就業相談を実施します。
母子家庭自立支援給付金及び父子家庭自立支援給付金の

支給を通じ、母子・父子家庭の自立を支援します。

母子家庭自立支援
給付金及び父子家
庭自立支援給付金
の受給者数

7人
高等職業訓練促進給付金を4人、自立支
援教育訓練給付金を3人に支給し、自立
を支援した。

◎ 4人 継続 こども課

児童扶養手当受給
者への就労支援

生活保護受給者等就労自立促進事業により、児童扶養手
当受給者で就労意欲の高いかたに対して、ハローワークと
連携して就労支援を実施します。

支援申込者数 11人
児童扶養手当現況時などにハローワーク
と連携を図り、11人に就労支援を実施し
た。

◎ 4人 継続 こども課

母子・父子家庭医
療費の助成

18歳以下の児童を扶養している配偶者のいない保護者
（配偶者に重度の障がいのある父母を含む。）とその児童
や、父母のいない18歳以下の児童に、医療保険適用分の自
己負担額を助成します。

母子・父子家庭医
療費の受給者数

1,252人
受給者数は、昨年より▲113人
対前年比▲8.3％（昨年1,365人）
助成額は対前年比▲7.4％

― ― 継続 保険医療課

各種経済支援のＰ
Ｒの推進

ひとり親家庭に対するさまざまな経済支援について、広
報誌やホームページ等を通じて周知に努めます。

ひとり親家庭の各
種経済支援に関す
る記事の広報掲載
回数

【こども課】
5回/年
【保険医療
課】
2回/年

【こども課】
ひとり親家庭各種手当制度1回、児童扶
養手当等現況届1回、就労支援講習会3回
を広報に掲載。
【保険医療課】
広報に母子・父子家庭医療費助成制度に
ついて2回掲載。

◎ 2回/年 継続
こども課
保険医療課

４－１　子どもと親の健康確保

事業　 内容 指標　
H30年度
実績値

H30年度実績値の分析
（計画の進捗状況）

評価 R1年度目標値 方向性 担当課

母子健康手帳の交
付と活用

妊娠届出書を持参した妊婦に対して、母子健康手帳を交
付し、活用方法等の説明を行います。

母子健康手帳の交
付を受けている妊
婦の割合

100%

妊娠届出書の裏面、ホームページに母子
健康手帳交付案内を掲載した。
母子健康手帳交付者すべてに活用方法等
の説明を実施した。

◎ 100% 継続 健康課

妊娠届出時の
アンケートの実施

妊娠の届出をした妊婦（母子手帳交付時）にアンケート
調査を行い、今後の支援を確認します。

アンケートへの回
答割合

100%

母子健康手帳を交付した妊婦または家族
のすべてにアンケートを記載してもら
い、その内容に基づいて聞き取りを行
い、今後の支援の必要性を判断してい
る。

◎ 100% 新規 健康課

ハイリスク妊婦へ
の支援

妊娠・出産にリスクを伴う可能性が高いハイリスク妊婦
に対し、継続的に保健師が関わっていくことで、安全な出
産を支援します。

― ― ― ― ― ― 健康課

パパママ教室の参
加割合

48.0%

年間12回（健康管理編６回、出産・育児
準備編６回）開催した。
就労中の妊婦が増えていることや、教室
参加希望者が減少している（産科でも同
様の状況）ことから、平日開催の健康管
理編の参加者数が伸び悩んでいる。

△ 70% 継続

すくすく子育て講
座の開催回数

28回
昨年度に引き続き、利用者ニーズに応じ
た講座を開催。

◎ 17回 拡充

親の育児責任の醸
成

パパママ教室や乳幼児期子育て支援講座などの機会を通
じて、親になるための心構えや悩みの解消などに努めま
す。

健康課
子育て支援室
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妊婦健康診査の受
診率

100%

途中転出や早産・死産等で交付したすべ
ての健診票の利用は把握できないが、基
本的には全ての妊婦が健診を受診してい
る。

◎ 100% 継続

乳幼児健康診査の
受診率

96.1% ◎ 96% 継続

母子保健の充実
育児不安の大きい保護者や、発達を見守る必要のある子

どもに対し、訪問等により支援を行います。
― ― ― ― ― ― 健康課

産婦・新生児訪問
の実施

母親の育児不安の軽減に向け、出産後間もない子どもの
発育状況を把握し、母親の健康状況をみながら授乳指導及
び保育援助を行います。

産婦・新生児訪問
実施率（実施件
数）

100%
(237件)

訪問を希望する全ての親子に訪問を実施
することができた。

◎
100%

（170件）
新規 健康課

産後ケア事業
産後の心身の不調や子育てに不安のある母親を対象に、

指定助産所でのショートステイを行います。
利用者数 １人

産科医療機関と連携を図り、支援を必要
とするケースがタイムリーに利用できる
よう調整した。利用日数は３日間。

◎ 2人 新規 健康課

養育支援訪問事業
（※再掲）

食事、生活環境等について不適切な養育状態にあるな
ど、虐待の恐れやそのリスクを抱える家庭に対し、養育支
援訪問を行います。

養育支援訪問者数

【健康課】
1人

【子育て支援室】

1人

【健康課】
ハイリスクの妊産婦・出産後の母子の健
康管理や育児等で専門的支援が必要と思
われる方を対象に利用を検討した。
支援を利用したケースは、医療的ケアは
必要ないが、授乳支援を中心に専門的な
指導が必要な親子１組に対し、計７日間
の支援を実施した。
【子育て支援室】
養育環境が不適切な家庭に対して、送迎
支援、清掃支援等の養育支援を実施し
た。

◎ 10人 新規
健康課

子育て支援室

妊産婦医療費の助
成

母子健康手帳を交付した月の初日から産後１か月の間
に、医療保険が適用となる疾病で入院をされたかたに、医
療保険適用分の自己負担額を助成します。

妊産婦医療費の助
成件数

99件

平成29年度末で制度廃止。平成30年3月
31日までに母子健康手帳交付者には経過
措置あり。
助成件数は、昨年より+13件
助成額は対前年比+31.6％

― ― 継続 保険医療課

離乳食教室の推進
母乳やミルクから通常の食事へ移行させるための栄養に

ついて、講話と実習で学ぶことにより育児支援に努めま
す。

離乳食教室の開催
回数

6回
計画通り実施し、107名（母106名、父1
名）が参加した。

◎ 6回 継続 健康課

予防接種事業
各健診にて予防接種の確認や勧奨を行います。
保護者が責任を持って、子どもの予防接種を進められる

よう、重要性について説明を行います。
予防接種の接種率 102.5%

各健診にて予防接種歴の確認や接種勧奨
を行った。未接種者への接種勧奨を行っ
た。適切な時期、間隔で保護者が主体性
を持って予防接種ができるよう、予防接
種スケジュールモバイルサイトの周知を
行った。

◎ 95% 継続 健康課

４－２　「食育」の推進

健康診査の充実

母子の健康を確保するため、妊婦健康診査、乳幼児健康
診査及び健康相談を実施します。
妊婦健康診査の標準的な検査項目が公費で実施できる受

診券を14回分交付し、経済的な負担の軽減を図り、妊娠中
の健康管理に努めます。
未受診者の把握と受診勧奨により、受診率の向上に努め

ます。
１歳６か月児及び３歳児健康診査時の歯科健康診査、２

歳３か月児歯科健康診査の受診率の向上に努めます。

健康課
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事業　 内容 指標　
H30年度
実績値

H30年度実績値の分析
（計画の進捗状況）

評価 R1年度目標値 方向性 担当課

離乳食教室の推進
（※再掲）

母乳やミルクから通常の食事へ移行させるための栄養に
ついて、講話と実習で学ぶことにより育児支援に努めま
す。

離乳食教室の開催
回数

6回
計画通り実施し、107名（母106名、父1
名）が参加した。

◎ 6回 継続 健康課

保育園給食、学校
給食における地域
の食材の活用

給食材料に地域でとれた食材を取り入れ、安全でおいし
く栄養バランスのとれた給食を提供します。
アレルギー除去食の増加に努めます。

保育園の行事食及
びテーマ食の提供
回数

44回

【保育課】
・季節感を取り入れた行事食や、誕生日
会食（月１回）を提供した。また、月１
回旬の野菜や果物を使った献立を提供し
た。
・月１回の「なかよし給食」を提供した
ほか、アレルゲンの少ない食品を取り入
れた。

◎ 30回 継続
保育課

学校給食セン
ター

望ましい食習慣の
定着

尾張旭市食育実行プランに基づき、健全な食生活の推進
を図ります。
健診を通して、適切な食事や食事の楽しさ、大切さを伝

えていきます。
健診時等に、子どもの偏食や少食などに関する相談を実

施します。
保育所や学校等において、乳幼児期から正しい食事の摂

り方や望ましい食習慣を身につけられるよう、食に関する
指導・啓発を行います。

食の安全性に不安
を感じている人の
割合
（健康あさひ21計
画アンケート）

―

【産業課】
第2次尾張旭市食育実行プランに基づ
き、健全な食生活の推進を図るための各
種事業を実施した。
【健康課】
乳児健康診査時に、栄養の講話（試食あ
り）を実施。
栄養相談は、乳幼児健康診査時だけでな
く、随時、電話や面談で個別対応した。
妊娠期から子育て期のかたを対象に、バ
ランスの取れた食生活の見直す教室とし
て新たに「妊産婦栄養指導教室」を年２
回開催した。
【保育課】
・献立表裏面に「げんきっ子だより」を
掲載し、食育テーマ「旬を食べよう」と
して旬の野菜・果物についてなど、保護
者向けに食に関する啓発を実施。

― 31%以下 新規

産業課
健康課
保育課

教育行政課
学校給食セン

ター

食文化の継承
保育所において、子ども参加型の調理実習や、野菜の栽

培を通じて食に対する文化等の継承を行います。
食に関するイベン
ト開催回数

3回
・食育改善委員会の巡回と春秋の収穫物
提供のイベントを実施。目標には達して
いない。

△ 4回 継続 保育課

４－３　思春期保健対策の充実

事業　 内容 指標　
H30年度
実績値

H30年度実績値の分析
（計画の進捗状況）

評価 R1年度目標値 方向性 担当課

思春期保健対策の
充実

児童生徒を対象に性に関する正しい知識の普及に努めま
す。
思春期の健康や性の悩みについて適切に対応するため、

保健師などの専門家との連携のもと、相談体制の充実に努
めます。

― ― ― ― ― ―
教育行政課
健康課

思春期家庭教育学
級の推進

思春期の子どもを持つ親の悩みや不安を軽減するため、
継続して思春期家庭教育学級を実施します。
より多くの保護者が参加できるよう、思春期家庭教育学

級について広く周知します。

思春期家庭教育学
級の延べ受講者数

194人

年間開催予定を公表し、家庭教育学級や
他の行事との競合が無いように配慮する
とともに、1回だけの参加も可能である
ことをＰＲした。

△ 220人 継続 生涯学習課
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４－４　小児医療の充実

事業　 内容 指標　
H30年度
実績値

H30年度実績値の分析
（計画の進捗状況）

評価 R1年度目標値 方向性 担当課

子ども医療費の助
成

出生から15歳（中学３年生）の年度末まで医療保険適用
分の自己負担額を助成します。

子ども医療費の受
給者数

11,600人
受給者数は、昨年より▲155人
対前年比▲1.3％（昨年11,755人）
助成額は対前年比+0.4％

― ― 継続 保険医療課

未熟児養育医療の
給付

身体の発育が未熟のまま出生し、生活能力が特に薄弱で
保育器を利用する等の入院養育が必要な乳児（１歳に満た
ない者）に、その治療に必要な医療費を公費で負担しま
す。

未熟児養育医療の
給付件数

29件
助成件数は、昨年より▲5件
対前年比▲14.7％（昨年34件）
助成額は対前年比▲17.1％

― ― 継続 保険医療課

かかりつけ医制度
の推進

身近な地域で安心して医療が受けられるように、かかり
つけ医の必要性を啓発します。

かかりつけ医を持
つ割合

71.8%
目標は未達成であるが、Ｈ29との比較で
は1.8%向上している。

○ 75% 拡充 健康課

小児医療機関等の
情報提供

安心して小児医療機関での診察が受けられるように、休
日や夜間における小児専門の救急医療機関等の情報提供を
行います。

― ― ― ― ― ― 健康課

乳幼児救急医療受
診ハンドブック

乳幼児の救急医療受診について、適切な対応や受診方法
を情報提供するために、ハンドブックを作成し、乳幼児健
診等で配布します。

乳幼児健診での配
布率

100%
乳幼児健診で全員に配布することができ
た。

◎ 100% 継続 健康課

５－１　育児休業等制度の周知と利用促進

事業　 内容 指標　
H30年度
実績値

H30年度実績値の分析
（計画の進捗状況）

評価 R1年度目標値 方向性 担当課

育児休業制度の啓
発

育児休業制度の啓発活動に取り組み、育児休業制度の周
知・利用促進を進め、育児休業制度の定着を図ります。

愛知県ファミ
リー・フレンド
リー企業※登録数

3企業

市内事業所に出向き、ファミリー・フレ
ンドリー企業登録制度のＰＲを行った。
ただし、登録企業数は減少したことか
ら、目標達成には更なる周知が必要であ
る。

△ 5企業 新規
市民活動課
産業課

５－２　男女の共同による子育ての推進

事業　 内容 指標　
H30年度
実績値

H30年度実績値の分析
（計画の進捗状況）

評価 R1年度目標値 方向性 担当課

ワーク・ライフ・
バランスの推進

尾張旭市男女共同参画プランに基づき、男女がともに働
きやすく、仕事と子育て・家庭生活等が両立できる環境づ
くりを進めます。

男女共同参画プラ
ン（施策3-2）の施
策進捗率

100%
関係課と連携し、街頭啓発や商工会だよ
り等を通じて啓発を行った。

◎ 90% 拡充 市民活動課

父親の子育て参加
の推進
（※再掲）

家庭における男女共同参画を推進するため、父親の育児
に関する学習機会の充実、意識啓発を図ります。
父子手帳の交付・活用により、子育てに関する父親への

情報提供と意識啓発を推進します。

父子手帳の交付率 100%
母子健康手帳交付時に同時交付し、活用
を促している。

◎ 100% 継続 健康課
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６－１　子どもの権利を擁護する意識の向上

事業　 内容 指標　
H30年度
実績値

H30年度実績値の分析
（計画の進捗状況）

評価 R1年度目標値 方向性 担当課

子どもの権利擁護
に関する意識啓発

「子どもの権利条約」の理念に基づき、子どもが愛情を
もって育まれ、毎日をのびのびと生き、自分らしく豊かに
成長し、発達していくことができるように、子どもにとっ
て大切な権利の保障に関する意識啓発を行います。

― ― ― ― ― ― 子育て支援室

６－２　子どもの意見表明・参加の促進

事業　 内容 指標　
H30年度
実績値

H30年度実績値の分析
（計画の進捗状況）

評価 R1年度目標値 方向性 担当課

子どもの意見を反
映するまちづくり
の推進

市の施策等に、子どもの視点の要望や意向を反映させら
れるよう、子どもの意見等を参考にしたまちづくりを推進
します。

市長を囲む子ども
会議の開催回数

１回

市内小学校の児童の参加により、市長を
囲む子ども会議を、7/25（水）に議場に
て行った。会議を行うことで、児童から
の市政に対する意見を聴くことができ
た。

◎ 1回 継続
秘書課

教育行政課

６－３　子どもの交通安全を確保するための活動の推進

事業　 内容 指標　
H30年度
実績値

H30年度実績値の分析
（計画の進捗状況）

評価 R1年度目標値 方向性 担当課

歩道バリアフリー
の推進

現状のなかで可能な範囲のスロープ改良を実施し、段差
の解消を進めます。

歩道のバリアフ
リー化実施か所数

355か所
平成30年度は26箇所のバリアフリー化を
実施し、成果は向上している。

◎ 324か所 拡充 土木管理課

通学路の安全対策
の推進

土地区画整理事業による整備により、順次、歩道の整備
を進めます。
歩道設置の困難な通学路の路肩にカラー塗装で明示を行

い、安全・安心な歩行空間を確保します。
必要に応じて、通学路標識や警告看板などの設置を行い

ます。
各校の通学路の安全点検調査を実施し、通学路の安全確

保や改善を行います。

― ― ― ― ― ―

都市整備課
土木管理課
教育行政課
市民活動課

交通安全教室の実
施

幼児、児童生徒等の個々の状況に応じた交通安全教室な
どを実施し、交通安全意識と交通安全マナーを高めます。
チャイルドシート使用効果と正しい使用方法について普

及・啓発を進め、安全対策を進めます。

交通安全教室の実
施回数

86回

市民の交通安全に対する関心が高まった
こと、また交通情勢に合わせた啓発を積
極的に実施した結果、出前講座や啓発活
動が増え目標値を上回った。

◎ 70回 継続 市民活動課

３人乗り自転車の
購入補助

安全に配慮した３人乗り自転車の普及と、子育て世帯の
経済的負担を軽減するため、購入費の補助を行います。

３人乗り自転車購
入補助件数

14件
子育て世代向けの手軽な移動手段として
一定の需要があり、普及促進を図った。

○ 25件 新規 子育て支援室

６－４　安心して外出できる環境の整備

事業　 内容 指標　
H30年度
実績値

H30年度実績値の分析
（計画の進捗状況）

評価 R1年度目標値 方向性 担当課

利用しやすい公共
施設の整備促進

公共施設に子連れでも利用しやすいトイレ内のベビー
シート、授乳スペース、施設内のベビーカー等の整備・設
置等を、関係機関の協力を得ながら進めます。

― ― ― ― ― ― 関係各課

危険か所対策の推
進

地域における子どもたちの遊び場、ため池等の危険か所
を把握するとともに、必要な整備や防護柵の設置改善を行
い、子どもへの安全に対する意識を高めるための教育を推
進します。

― ― ― ― ― ― 関係各課
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都市公園・児童遊
園・ちびっ子広場
のか所数

134か所
区画整理地内に計画的に都市公園等を整
備していくことにより、都市公園等の数
は計画を大幅に上回っている。

◎ 110か所 拡充

自主的な公園の維
持管理団体数

121団体
市内全域のほぼ全ての公園、ちびっ子広
場等に公園愛護会が結成され、定期的に
清掃活動が行われている。

◎ 110団体 拡充

６－５　子どもを犯罪等の被害から守るための活動の推進

事業　 内容 指標　
H30年度
実績値

H30年度実績値の分析
（計画の進捗状況）

評価 R1年度目標値 方向性 担当課

防犯灯設置におけ
る地域支援事業の
推進

自治会が設置、器具取替並びに維持管理する防犯灯に対
し設置費、器具取替費及び電気料金を補助することによ
り、路上犯罪等の抑止に努めます。

防犯灯設置支援実
績数

5,601灯
防犯意識の向上により、防犯灯の設置基
数は昨年より33灯増えた。

○ 5,900灯 拡充 市民活動課

地域防犯パトロー
ル支援事業の推進

地域における自主的な防犯活動の取り組みを支援しま
す。

支援パトロール団
体数

53団体

自主防犯パトロール団体に青色帽子、腕
章、反射ベストなど物的支援及び活動費
補助金を交付した。地域における防犯活
動は活発に行われた。

○ 55団体 継続 市民活動課

見せるパトロール
の推進

公用車等に「防犯パトロール実施中」のマグネットシー
トの表示や、青色回転灯パトロール車による巡回パトロー
ルの実施など、見せるパトロールを推進します。

実施事業数 2事業

「防犯パトロール実施中」が貼られた公
用車や青色回転灯パトロール車による市
内巡回を行い、見せるパトロールの防犯
啓発を実施。

◎ 2事業 継続 市民活動課

児童の連れ去り防
止対策の充実

幼稚園や保育所の幼児と小学生にビデオ上映やチラシの
配布などにより、防犯意識の高揚を図ります。
小学生一人ひとりに防犯ブザーを配布し、連れ去り予防

の指導を充実します。

子どもの防犯教室
の実施回数

23回
全小学校新１年生を対象に「連れ去り防
止教室」の実施や児童館等で防犯教室を
開催した。

○ 26回 拡充
市民活動課
教育行政課

かけこみ110番な
ど防犯対策の充実

子どもが犯罪等にあったときに避難場所となる「かけこ
み110番の家」などの防犯ボランティア活動を支援しま
す。

かけこみ１１０番
の家の協力軒数

753軒
各小学校と協力し、「かけこみ110番」
として地元への協力依頼を実施し、昨年
より登録数が83件増加した。

○ 850軒 継続 市民活動課

スクールガードに
よる見守り活動の
促進

スクールガードによる、児童の登下校の際の安全の見守
り活動を促進します。

― ― ― ― ― ― 教育行政課

子どもの遊び場の
確保

公園等が、子どもの遊び場や市民にやすらげる公共空間
として利用されるよう、整備を進めます。
公園愛護会による、地域住民の自主的な公園の維持管理

を促進します。

都市整備課
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